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１
．
概
要

　
最
終
化
さ
れ
た
バ
ー
ゼ
ル
Ⅲ
は
、
自
己
資
本

比
率
の
分
母
で
あ
る
リ
ス
ク
ア
セ
ッ
ト
の
計
測

改
善
を
主
な
目
的
と
し
た
規
制
改
革
で
あ
る
。

具
体
的
に
は
、
内
部
モ
デ
ル
を
利
用
し
て
リ
ス

ク
ア
セ
ッ
ト
を
計
測
す
る
（
大
手
）
金
融
機
関

に
は
、
計
測
の
ば
ら
つ
き
を
抑
制
す
る
観
点
か

ら
、
計
測
の
方
法
と
結
果
に
対
し
て
制
約
が
課

さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。
例
え
ば
、
デ
フ
ォ
ル
ト

実
績
が
僅
少
で
信
用
リ
ス
ク
の
計
測
を
合
理
的

に
行
う
こ
と
が
困
難
で
あ
る
と
見
込
ま
れ
る
要

素
に
は
内
部
モ
デ
ル
の
適
用
が
制
限
さ
れ
、
リ

ス
ク
ア
セ
ッ
ト
の
計
測
値
に
は
下
限
（
資
本
フ

ロ
ア
）
が
設
け
ら
れ
る
。
一
方
、
標
準
的
手
法

を
利
用
す
る
金
融
機
関
に
は
、
よ
り
リ
ス
ク
感

応
的
に
リ
ス
ク
ア
セ
ッ
ト
を
計
測
す
る
こ
と
が

求
め
ら
れ
る
よ
う
に
な
る
。例
え
ば
、住
宅
ロ
ー

ン
（
不
動
産
担
保
債
権
）
に
は
、
一
律
35
％
の

リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
を
適
用
す
る
の
で
は
な
く
、

担
保
価
値
に
対
す
る
貸
出
金
総
額
の
割
合
（
Ｌ

Ｔ
Ｖ
）
の
水
準
に
応
じ
た
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
を

適
用
す
る
こ
と
に
な
る
（
図
表
１
）。

　
資
本
政
策
へ
の
影
響
と
い
う
意
味
で
は
、
内

部
モ
デ
ル
を
利
用
し
て
い
る
金
融
機
関
へ
の
影

響
が
大
き
い
と
思
わ
れ
る
が
、
標
準
的
手
法
を

利
用
す
る
金
融
機
関
に
と
っ
て
も
リ
ス
ク
計
測

特　集

自
己
資
本
比
率
規
制
の
改
正（
バ
ー
ゼ
ル
Ⅲ
最
終
化
）に

向
け
た
対
応

　
本
邦
で
は
、
２
０
１
７
年
に
国
際
的
に
合
意
さ
れ
た
自
己
資
本
比
率
規
制
の
枠
組
み
（
バ
ー
ゼ
ル
Ⅲ
最
終
化
）
を
、
23
年
3
月
期
以

降
、段
階
的
に
導
入
し
て
お
り
、25
年
3
月
期
に
は
標
準
的
手
法
を
利
用
す
る
国
内
基
準
金
融
機
関
の
実
施
期
限
を
迎
え
る
。
本
稿
で
は
、

国
内
で
の
実
施
状
況
に
つ
い
て
概
説
し
た
上
で
、
特
に
信
用
組
合
業
界
に
と
っ
て
の
留
意
点
に
つ
い
て
解
説
し
た
い
。
な
お
、
本
稿
に

お
け
る
意
見
は
す
べ
て
執
筆
者
の
個
人
的
な
見
解
で
あ
る
。

金
融
庁 

総
合
政
策
局 

リ
ス
ク
分
析
総
括
課 

健
全
性
基
準
室

室
長
：
青
崎 

稔
、
課
長
補
佐
：
中
村 

大
輔
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の
精
緻
化
に
必
要
な
デ
ー
タ
を
整
備
す
る
な
ど

の
対
応
が
求
め
ら
れ
る
。
現
在
、
信
用
組
合
業

界
に
お
い
て
は
、
内
部
モ
デ
ル
を
利
用
し
て
リ

ス
ク
ア
セ
ッ
ト
を
計
測
す
る
先
は
な
い
こ
と
か

ら
、
本
稿
で
は
、
主
に
標
準
的
手
法
を
利
用
す

る
金
融
機
関
を
念
頭
に
お
い
て
解
説
す
る
。

２
．
本
邦
で
の
実
施
状
況

⑴
新
規
制
の
策
定
状
況

　
金
融
庁
は
、
20
年
12
月
に
「
最
終
化
さ
れ
た

バ
ー
ゼ
ル
Ⅲ
の
国
内
実
施
に
関
す
る
規
制
方
針

案
」
を
公
表
し
、
実
施
に
向
け
た
基
本
的
な
考

え
方
に
つ
い
て
市
中
に
意
見
を
求
め
た
。
そ
の

後
、
21
年
3
月
と
9
月
に
規
制
（
自
己
資
本
比

率
規
制
告
示
）
案
の
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を

実
施
し
、
22
年
4
月
に
は
銀
行
・
銀
行
持
株
会

社
向
け
の
告
示
を
公
布
し
た
。
23
年
12
月
ま
で

に
6
業
態
（
銀
行
、
銀
行
持
株
会
社
、
農
林
中

金
、
商
工
中
金
、
信
用
金
庫
、
最
終
指
定
親
会

社
）
に
係
る
告
示
を
公
布
し
て
お
り
、
残
る
4

業
態
（
信
用
協
同
組
合
、
労
働
金
庫
、
農
業
協

同
組
合
、
漁
業
協
同
組
合
）
に
つ
い
て
も
24
年

3
月
末
ま
で
の
公
布
に
向
け
て
準
備
を
進
め
て

い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　
な
お
、
業
態
ご
と
に
告
示
を
整
備
し
て
い
る

の
は
、
各
業
態
の
根
拠
法
（
銀
行
法
、
協
同
組

合
に
よ
る
金
融
事
業
に
関
す
る
法
律
な
ど
）
が

異
な
る
た
め
で
あ
り
、
基
本
的
に
規
制
内
容
は

同
一
で
あ
る
。
た
だ
し
、
国
内
基
準
金
融
機
関

や
業
態
の
特
性
に
鑑
み
て
、
一
部
に
つ
い
て
は

異
な
る
規
制
枠
組
み
を
設
け
て
い
る
。
例
え
ば
、

住
宅
ロ
ー
ン
は
、
国
際
合
意
上
、
L
T
V
に
基

づ
き
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
が
決
ま
る
こ
と
に
な
っ

て
い
る
が
、
小
規
模
金
融
機
関
に
と
っ
て
Ｌ
Ｔ

Ｖ
を
定
期
的
に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
す
る
こ
と
が
容

易
で
は
な
い
と
の
声
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
、
国

内
基
準
で
は
現
行
の
簡
素
な
取
扱
い
（
抵
当
権

に
よ
り
完
全
に
保
全
さ
れ
て
い
る
場
合
は
35
％
、

そ
れ
以
外
は
75
％
の
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
）
も
利

用
で
き
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
ま
た
、
金
融
機

関
向
け
債
権
に
係
る
信
用
リ
ス
ク
は
、
外
部
格

付
を
参
照
し
た
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
が
適
用
さ
れ

る
こ
と
に
な
る
が
、
協
同
組
織
金
融
機
関
及
び

系
統
金
融
機
関
（
協
同
組
織
金
融
機
関
等
）
に

よ
る
そ
れ
ら
の
中
央
機
関
向
け
預
け
金
に
つ
い

て
は
、
現
行
同
様
、
一
律
20
％
の
リ
ス
ク
ウ
ェ

イ
ト
が
適
用
さ
れ
る
。
こ
れ
は
、
協
同
組
織
金

融
機
関
等
に
は
、
経
営
が
悪
化
し
た
個
別
金
融

機
関
に
対
し
て
、
自
主
的
な
ル
ー
ル
に
基
づ
き

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
や
資
本
増
強
等
を
行
う
相
互
支

援
制
度
が
あ
り
、
こ
れ
を
加
味
し
て
他
の
金
融

機
関
よ
り
も
低
い
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
を
適
用
す

（図表１）バーゼルⅢ最終化のポイント
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る
こ
と
が
で
き
る
、
と
い
う
国
際
合
意
で
も
認

識
さ
れ
た
点
を
踏
ま
え
た
措
置
で
あ
る
。
そ
の

ほ
か
、
図
表
２
に
示
し
た
よ
う
な
差
異
が
あ
る
。

⑵
新
規
制
の
適
用
時
期

　
国
際
的
に
は
、
23
年
1
月
か
ら
の
実
施
を
基

本
と
し
つ
つ
、「
可
能
な
限
り
早
期
に
実
施
す

る
」
こ
と
で
合
意
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
を
踏
ま

え
、
本
邦
で
は
、
図
表
３
の
と
お
り
、
国
際
統

一
基
準
金
融
機
関
は
24
年
3
月
期
、
国
内
基
準

金
融
機
関
は
25
年
3
月
期
を
適
用
期
限
と
し
つ

つ
、
23
年
3
月
期
以
降
は
金
融
機
関
が
希
望
す

れ
ば
早
期
適
用
も
可
能
な
枠
組
み
と
し
て
導
入

す
る
こ
と
と
し
た
。
こ
れ
は
国
際
的
に
は
ユ

ニ
ー
ク
な
ア
プ
ロ
ー
チ
だ
が
、
金
融
庁
の
当
初

の
方
針
で
あ
っ
た
23
年
3
月
期
か
ら
の
実
施
に

向
け
て
シ
ス
テ
ム
を
整
備
し
て
き
た
金
融
機
関

も
少
な
く
な
か
っ
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
そ
う
し

た
実
務
面
に
配
慮
し
て
設
け
た
措
置
で
あ
る
。

（図表３）本邦における新規制の実施時期

（図表２）国内基準金融機関や協同組織金融機関向けの特別措置

（図表４）�23年3月期よりバーゼルⅢを適用する先（金融グループ単位で記
載。下線は内部モデル採用先）
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実
際
、
20
金
融
グ
ル
ー
プ
39
先
が
23
年
3
月
期

か
ら
新
規
制
を
適
用
し
て
い
る
（
図
表
４
）。

３
．
主
な
留
意
点

　
信
用
組
合
は
、
現
在
、
標
準
的
手
法
に
よ
り

信
用
リ
ス
ク
を
計
測
す
る
国
内
基
準
金
融
機
関

で
あ
る
。
も
っ
と
も
、
計
１
４
３
の
信
用
組
合

の
規
模
や
資
産
構
成
、
自
己
資
本
比
率
の
水
準

は
さ
ま
ざ
ま
で
あ
る
し
、
信
用
組
合
の
中
央
機

関
で
あ
る
全
国
信
用
協
同
組
合
連
合
会
（
全
信

組
連
）
と
個
々
の
信
用
組
合
で
は
、
影
響
や
対

応
は
大
分
異
な
る
。
こ
う
し
た
認
識
の
も
と
、

あ
え
て
留
意
点
を
い
く
つ
か
述
べ
て
み
た
い
。

⑴�

基
準
変
更
に
よ
る
リ
ス
ク
ア
セ
ッ
ト
の
変
化

　
本
邦
の
金
融
機
関
の
多
く
は
、
信
用
リ
ス
ク

が
リ
ス
ク
ア
セ
ッ
ト
の
８
～
９
割
を
占
め
る
こ

と
か
ら
、
信
用
リ
ス
ク
計
測
の
見
直
し
に
注
目

す
る
こ
と
で
、
大
ま
か
な
影
響
を
推
測
す
る
こ

と
が
で
き
る
。
こ
の
点
、
先
に
述
べ
た
よ
う
に
、

協
同
組
織
金
融
機
関
等
に
よ
る
そ
れ
ら
の
中
央

機
関
向
け
預
け
金
に
は
、
現
行
同
様
、
一
律

20
％
の
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
、

ま
た
、
住
宅
ロ
ー
ン
も
現
行
の
取
扱
い
（
35
％

又
は
75
％
の
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
）
が
適
用
可
能

で
あ
る
こ
と
か
ら
、
多
く
の
信
用
組
合
に
と
っ

て
リ
ス
ク
ア
セ
ッ
ト
へ
の
影
響
は
必
ず
し
も
大

き
く
は
な
い
の
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
る
。

　
留
意
が
必
要
な
の
は
、
企
業
融
資
と
保
有
株

式
に
係
る
基
準
変
更
の
影
響
で
あ
る
。
企
業
融

資
は
、
無
格
付
の
中
堅
中
小
企
業
（
連
結
売
上

高
50
億
円
以
下
の
企
業
）
債
権
や
外
部
格
付
Ｂ

Ｂ
Ｂ
格
の
企
業
債
権
の
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
が
低

下
す
る
（
１
０
０
％
→
85
％
、
75
％
）
た
め
、

こ
う
し
た
企
業
に
融
資
や
債
券
投
資
を
行
っ
て

い
れ
ば
リ
ス
ク
ア
セ
ッ
ト
は
減
少
す
る
。
一
方
、

保
有
株
式
は
、
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
が
1
0
0
％

か
ら
２
５
０
％
（
投
機
的
な
非
上
場
株
式
は
４

０
０
％
）
に
段
階
的
に
上
昇
す
る
こ
と
か
ら
、

保
有
額
が
大
き
い
先
は
リ
ス
ク
ア
セ
ッ
ト
の
増

加
が
大
き
く
な
る
。
そ
の
ほ
か
、
カ
ー
ド
ロ
ー

ン
を
発
行
し
て
い
る
場
合
に
は
、
そ
の
融
資
枠

が
「
無
条
件
で
取
消
可
能
な
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン

ト
」
と
し
て
扱
わ
れ
る
た
め
、
オ
フ
バ
ラ
ン
ス

取
引
と
し
て
10
％
の
掛
目
（
5
年
間
か
け
て
段

階
的
に
引
き
上
げ
）
を
適
用
し
て
エ
ク
ス
ポ
ー

ジ
ャ
ー
を
認
識
す
る
こ
と
と
な
る
。

　
な
お
、
株
式
の
取
扱
い
に
つ
い
て
補
足
す
る

と
、
基
準
変
更
が
所
要
自
己
資
本
額
に
も
た
ら

す
影
響
を
緩
和
さ
せ
る
観
点
か
ら
経
過
措
置
が

設
け
ら
れ
て
お
り
、
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
は
１
０

０
％
か
ら
5
年
間
か
け
て
２
５
０
％
（
投
機
的

な
非
上
場
株
式
の
場
合
は
４
０
０
％
）
に
上
昇

す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
。
保
有
株
式
が
少
な

く
な
い
場
合
は
、
経
過
措
置
期
間
中
に
毎
年
リ

ス
ク
ア
セ
ッ
ト
を
増
加
さ
せ
る
要
因
と
な
る
こ

と
か
ら
、
単
年
度
と
い
う
よ
り
は
数
年
後
の
資

本
運
営
へ
の
影
響
も
見
据
え
な
が
ら
、
ポ
ー
ト

フ
ォ
リ
オ
の
見
直
し
や
、
配
当
等
の
資
本
政
策

を
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、「
投
機
的

な
非
上
場
株
式
」
の
範
囲
に
関
し
て
で
あ
る
が
、

投
資
対
象
が
長
期
的
な
関
係
の
構
築
に
資
す
る

場
合
や
企
業
再
生
を
目
的
と
す
る
場
合
で
あ
れ

ば
、
こ
れ
に
該
当
し
な
い
。
詳
細
は
金
融
庁
が

公
表
す
る
告
示
Q
&
A
を
参
照
い
た
だ
き
た
い

が
、
例
え
ば
、
地
場
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
育
成
の

た
め
の
継
続
的
投
資
は
、「
投
機
的
な
非
上
場

株
式
」
に
該
当
し
な
い
と
考
え
ら
れ
る
。
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⑵�

リ
ス
ク
管
理
の
高
度
化
に
よ
る
リ
ス
ク
ア

セ
ッ
ト
の
削
減
（
信
用
リ
ス
ク
）

　
バ
ー
ゼ
ル
Ⅲ
最
終
化
が
、
標
準
的
手
法
の
リ

ス
ク
感
応
度
を
上
げ
る
こ
と
を
目
的
の
一
つ
と

し
て
い
る
こ
と
は
冒
頭
で
述
べ
た
と
お
り
で
あ

る
。
信
用
組
合
に
と
っ
て
は
、
い
ず
れ
も
選
択

肢
の
一
つ
と
い
う
位
置
づ
け
に
な
る
が
、
以
下

の
よ
う
に
リ
ス
ク
管
理
や
デ
ー
タ
整
備
に
よ
っ

て
リ
ス
ク
ア
セ
ッ
ト
を
削
減
で
き
る
余
地
が
あ

る
。

　
ま
ず
、
リ
テ
ー
ル
に
関
し
て
、
現
行
で
は
一

律
75
％
の
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
が
適
用
さ
れ
て
い

る
が
、（
商
品
又
は
サ
ー
ビ
ス
の
購
入
に
よ
る
）

ク
レ
ジ
ッ
ト
･
カ
ー
ド
の
利
用
に
係
る
エ
ク
ス

ポ
ー
ジ
ャ
ー
で
、
過
去
12
カ
月
間
に
わ
た
り
、

遅
滞
な
く
、
定
め
ら
れ
た
時
期
に
返
済
が
履
行

さ
れ
て
い
る
も
の
な
ど
に
は
、
45
％
の
リ
ス
ク

ウ
ェ
イ
ト
を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

　
ま
た
、
住
宅
ロ
ー
ン
（
自
己
居
住
用
）
は
、

現
行
の
取
扱
い
（
35
％
又
は
75
％
の
リ
ス
ク

ウ
ェ
イ
ト
）
も
利
用
で
き
る
が
、
L
T
V
比
率

に
応
じ
て
20
％
か
ら
70
％
の
リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト

を
適
用
す
る
枠
組
み
も
用
意
さ
れ
て
い
る
。

L
T
V
比
率
が
80
％
以
下
の
債
権
で
あ
れ
ば
、

リ
ス
ク
ウ
ェ
イ
ト
は
30
％
以
下
に
な
る
。

⑶�

オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ナ
ル
リ
ス
ク
の
見
直
し

　
信
用
組
合
は
、
現
在
、
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ナ
ル

リ
ス
ク
を
粗
利
益
の
15
％
と
す
る
基
礎
的
手
法

（
Ｂ
Ｉ
Ａ
）
に
よ
っ
て
計
測
し
て
い
る
が
、

バ
ー
ゼ
ル
Ⅲ
最
終
化
で
は
同
手
法
が
廃
止
さ
れ
、

今
後
は
「
事
業
規
模
要
素
」
に
「
内
部
損
失
乗

数
」
を
乗
じ
て
算
出
す
る
標
準
的
手
法
を
利
用

す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
。
事
業
規
模
要
素
は
、

預
金
業
務
等
、
役
務
取
引
等
、
金
融
商
品
取
引

の
そ
れ
ぞ
れ
の
規
模
の
合
計
額
と
し
て
示
さ
れ
、

内
部
損
失
乗
数
は
（
事
業
規
模
指
標
が
１
，０

０
０
億
円
以
下
の
場
合
は
）
１
と
す
る
こ
と
が

で
き
る
が
、
金
融
庁
の
承
認
を
受
け
た
上
で
自

行
推
計
す
る
こ
と
も
可
能
で
あ
る
。

　
23
年
3
月
期
は
、
15
金
融
グ
ル
ー
プ
28
先
が

承
認
を
受
け
た
上
で
自
行
損
失
デ
ー
タ
を
利
用

し
て
内
部
損
失
乗
数
を
算
出
し
た
。
承
認
審
査

で
は
、告
示
に
示
さ
れ
た
要
件（
損
失
デ
ー
タ
の

特
定
・
収
集
に
関
す
る
リ
ス
ク
管
理
態
勢
等
）

を
確
認
し
て
い
る
が
、
こ
う
し
た
プ
ロ
セ
ス
を

通
じ
て
金
融
機
関
の
リ
ス
ク
管
理
の
高
度
化
の

契
機
と
な
る
の
は
望
ま
し
い
こ
と
で
あ
る
。
た

だ
し
、
リ
ス
ク
管
理
態
勢
が
整
っ
て
い
な
い
段

階
で
申
請
す
る
場
合
に
は
、
審
査
に
時
間
が
か

か
る
こ
と
、
ま
た
、
承
認
後
は
そ
の
運
用
状
況

に
つ
い
て
定
期
的
に
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
を
行
う
こ

と
に
つ
い
て
、
留
意
い
た
だ
き
た
い
。
自
行
損

失
デ
ー
タ
の
利
用
に
当
た
っ
て
は
、
取
り
組
む

べ
き
課
題
を
自
ら
発
見
し
解
決
で
き
、
継
続
的

に
リ
ソ
ー
ス
確
保
で
き
る
こ
と
が
必
要
と
な
る
。

⑷�

マ
ー
ケ
ッ
ト
リ
ス
ク
の
計
測
と
不
算
入
特
例

の
設
置

　
協
同
組
織
金
融
機
関
等
に
は
、
現
行
規
制
で

は
、
マ
ー
ケ
ッ
ト
リ
ス
ク
の
計
測
は
求
め
て
い

な
い
が
、
昨
今
の
金
融
経
済
環
境
下
に
お
け
る

市
場
リ
ス
ク
管
理
の
重
要
性
な
ど
を
鑑
み
、
新

規
制
で
は
、
他
の
業
態
等
と
同
様
に
「
不
算
入

特
例
」
を
設
け
つ
つ
、
マ
ー
ケ
ッ
ト
リ
ス
ク
の

計
測
を
求
め
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　
不
算
入
特
例
は
、
ト
レ
ー
デ
ィ
ン
グ
資
産
・

負
債
や
外
国
為
替
リ
ス
ク
が
一
定
額
未
満
の
場

合
に
、
マ
ー
ケ
ッ
ト
リ
ス
ク
の
算
出
を
免
除
す

る
も
の
で
あ
る
（
図
表
５
）。
現
在
、
本
邦
に

お
い
て
マ
ー
ケ
ッ
ト
リ
ス
ク
を
計
測
す
る
金
融
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機
関
は
11
金
融
グ
ル
ー

プ
23
先
で
あ
り
（
23
年

3
月
期
）、
必
ず
し
も

多
く
は
な
い
が
、
今
後
、

外
国
有
価
証
券
投
資
を

積
極
的
に
行
っ
て
い
る

金
融
機
関
な
ど
が
新
た

に
マ
ー
ケ
ッ
ト
リ
ス
ク

の
計
測
を
要
す
る
こ
と

に
な
る
と
考
え
て
い
る
。

　
マ
ー
ケ
ッ
ト
リ
ス
ク

の
計
測
が
必
要
と
な
る

場
合
、
ト
レ
ー
デ
ィ
ン

グ
勘
定
及
び
外
国
為
替

リ
ス
ク
が
1
，0
0
0

億
円
未
満
で
あ
れ
ば
、

算
出
負
担
の
比
較
的
小

さ
い
「
簡
易
的
方
式
」

を
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
算
出
に
当
た
っ

て
は
、
告
示
の
定
め
る
基
準
に
沿
っ
て
、
あ
ら

か
じ
め
保
有
す
る
金
融
商
品
を
ト
レ
ー
デ
ィ
ン

グ
勘
定
と
銀
行
勘
定
に
分
類
す
る
こ
と
が
必
要

に
な
る
が
、
協
同
組
織
金
融
機
関
等
の
場
合
は
、

図
表
２
で
示
し
た
よ
う
に
手
続
き
が
一
部
簡
素

化
さ
れ
て
い
る
。

⑸
信
用
評
価
調
整
（
C
V
A
）
リ
ス
ク
の
計
測

　
C
V
A
リ
ス
ク
は
、
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
の
取
引

相
手
の
信
用
リ
ス
ク
の
変
化
に
伴
う
エ
ク
ス

ポ
ー
ジ
ャ
ー
の
時
価
変
動
リ
ス
ク
で
あ
り
、
国

内
基
準
金
融
機
関
を
含
め
、
す
べ
て
の
金
融
機

関
に
計
測
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
も
っ
と
も
、

信
用
組
合
に
お
い
て
は
、
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引

の
想
定
元
本
が
ゼ
ロ
又
は
取
引
が
な
い
先
も
多

い
と
考
え
ら
れ
、
23
年
3
月
期
に
C
V
A
リ
ス

ク
相
当
額
を
計
上
し
て
い
た
の
は
13
先
の
み
で

あ
っ
た
。
新
規
制
に
お
い
て
も
、
デ
リ
バ
テ
ィ

ブ
取
引
が
少
な
い
（
想
定
元
本
の
合
計
額
が
10

兆
円
以
下
）
国
内
基
準
金
融
機
関
で
あ
れ
ば
、

現
行
同
様
、
Ｃ
Ｖ
Ａ
リ
ス
ク
を
「
非
清
算
Ｏ
Ｔ

Ｃ
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
の
信
用
リ
ス
ク
ア
セ
ッ

ト
額
×
12
％
」
で
計
測
す
る
簡
便
法
が
利
用
可

能
で
あ
る
。

４
．
お
わ
り
に

　
自
己
資
本
比
率
は
、
金
融
機
関
の
財
務
の
健

全
性
を
測
る
共
通
の
物
差
し
で
あ
る
と
い
わ
れ

る
。
本
邦
で
は
、
国
内
基
準
金
融
機
関
に
コ
ア

資
本
比
率
の
計
測
・
開
示
を
求
め
、
自
己
資
本

比
率
の
「
分
子
」
で
あ
る
自
己
資
本
の
質
の
向

上
を
図
っ
た
の
が
14
年
3
月
期
で
あ
っ
た
が
、

そ
の
後
、
約
10
年
を
経
て
、
今
度
は
「
分
母
」

で
あ
る
リ
ス
ク
ア
セ
ッ
ト
の
計
測
方
法
の
見
直

し
を
行
う
こ
と
と
な
っ
た
。
昨
年
春
の
米
国
・

欧
州
に
お
け
る
銀
行
シ
ス
テ
ム
の
混
乱
は
、
物

差
し
が
適
切
に
導
入
さ
れ
、
監
督
当
局
だ
け
で

な
く
、
株
主
や
債
権
者
、
地
域
の
取
引
先
や
従

業
員
、
預
金
者
と
い
っ
た
多
様
な
ス
テ
イ
ク
ホ

ル
ダ
ー
に
と
っ
て
信
頼
さ
れ
た
も
の
と
な
っ
て

い
る
こ
と
の
重
要
性
を
改
め
て
感
じ
さ
せ
た
。

リ
ス
ク
ア
セ
ッ
ト
計
測
の
見
直
し
は
、
金
融
機

関
の
担
当
者
の
多
大
な
努
力
が
あ
っ
て
成
し
遂

げ
ら
れ
る
も
の
で
あ
る
。
そ
れ
が
そ
の
業
態
に

対
す
る
信
頼
性
、
ひ
い
て
は
金
融
安
定
性
の
維

持
・
向
上
に
つ
な
が
る
よ
う
な
も
の
に
な
ら
な

い
と
い
け
な
い
と
考
え
て
い
る
。

（図表５）不算入特例の要件

出校用_006-011_特集_indCC2019（350dpi書き出し）.indd   10-11 2024/01/19   14:02


